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アメリカ公的福祉協会が連邦政府の公的扶助に果たした役割
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Contribution to the Federal Public Assistance by the American 
Public Welfare Association

Midori Nishizaki

要　　旨

　救貧法の伝統をもとに州や地方政府の責任で実施されてきたアメリカの公的貧困救済は，ニューディール
期に連邦政府が国民への責任として提供する社会保障の一部（公的扶助）と位置づけなおされる。この過程
で APWA の果たした役割は，補助金行政を基本とする連邦政府の公的扶助行政を円滑に進めるための潤滑
油的役割であったと言える。具体的には，①連邦政府と州政府とのリエゾンの役割を果たすこと，②連邦補
助金の支給基準を達成するための州や地方政府の公的福祉法制度作成を支援すること，③州や地方政府の公
的福祉担当者のレベルアップのために採用基準を整備したり，研修や講習を実施したりすること，④全国的
な情報提供のために広報活動や出版活動を行うことであった。
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はじめに
新大陸の植民地行政以来，アメリカの貧困救済

は，イギリス救貧法の伝統を引き継いでコミュニ
ティ単位で行われ，貧困者は州や地方政府の貧民
監督官が懲治院や労役場に収容していた。やがて
19世紀の急速な都市化の中で，移民を含む都市労
働者の貧困が顕著になると，民間の慈善活動が発
達することになる１。そこからはじまったアメリ
カのソーシャルワークは，発展・分化の過程を経
て，1920年代には民間部門が行う家庭支援２と市
や州の慈善局が行う公的救済３に役割が分かれて
いく。ただしこの段階では，市民運動としてのソ
ーシャルワークの伝統４は，公的救済にも継続さ
れていたと言ってよい。ところが大恐慌を契機に
連邦政府が緊急対策として貧困救済に関わること
になると，生活圏域を超えたところで貧困救済の
政策が立案・実施されるようになっていく。

1935年の社会保障法は，連邦政府が恒常的に貧
困対策に関わることを明らかにした点で画期的で
あった。無論，この法律の中心は防貧であり，そ
のために労働者の生活安定を図る包括的社会保険
を備えていた。ただし防貧の対象として想定され
た労働者家庭は，あくまでも健康な男性労働者が
稼ぐ家庭であり，それを持たない母子家庭，障害
者の家庭に対する，公的扶助も社会保障の一部と

して備えておかなければならなかった。
本稿では，ニューディール期の連邦政府の公的

扶助の政策形成とその実施にアメリカ公的福祉
協会（the American Public Welfare Association, 
以下 APWA）が果たした役割について考察する。

なお APWA のニューディール期における連
邦福祉政策への貢献については，Viswnathan に
よる詳細な研究５があるが，その他には Beverly 
Stadum ６および Jacob Fisher ７が若干触れている
だけで，これまでの社会福祉史やニューディール
期の福祉政策の研究ではあまり注目されてこなか
った。社会保障法の立案に多大な貢献をしたア
ルトマイヤーやウィッテの回想録８の中でも，フ
ランク・ベイン９に関する記述以外には APWA
に関して触れられていない。そのため本稿では，
APWA の機関紙 Public Welfare 50周年記念号 10

及び，第一次資料（APWA 理事会議事録，ディ
レクターの年次報告，メモランダム等）によって，
その貢献を検証することとする。

１�．ニューディール期の公的救済と社会保障法制
度下の公的扶助

　大恐慌の混乱によって州政府の救済政策が財政
的破綻をきたすと，連邦レベルでの救済が求めら
れるようになった。株価暴落の影響が深刻になっ
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したため，大都市の民間社会事業機関は押しなべ
て通常の２倍以上の生活困窮ケースを抱えること
となった。それにも拘らず，この時点ではまだ公
私の関係者は，国家が直接救済対策を講じるべき
であるとは考えていなかった 12。当時大統領の職
にあったフーヴァーもその一人で，連邦政府の第
一義的役割を経済復興ととらえていた。彼は，連
邦資金を投入して農産物の価格安定や経営状況の
悪化した銀行を救済しようとした。残念ながら彼
の意図したように経済復興は進まず，失業者はさ
らに増加した。1931年ころから遅まきながら失業
者の救済にも手をつけたものの，彼は1932年の大
統領選挙で，ニューヨーク州知事ローズヴェルト
に敗退することとなった。
　ローズヴェルトは，就任後即座に銀行を含む
経済部門の国家管理を進め，同時に積極的に困
窮家庭の救済政策も実施した13。1933年５月22日
に成立した連邦緊急救済法（Federal Emergency 
Relief Act）によって誕生した連邦緊急救済局

（Federal Emergency Relief Administration 以下
FERA）は，公共事業によって雇用を創出し14，
失業者の自尊心を傷つけない方法で救済政策を展
開した。この公共事業は，FERA が統一基準を
定め，その基準に合致した事業を展開した州に補
助金を支給するという Matching Grant 方式で実
施された15。1933年５月から 1935年12月に州や地
方自治体が実施した公共事業に支給された連邦資
金は，総額で31億ドルにも上った。公共事業は，
総勢2000万人以上に仕事を提供し，アメリカ国内
の公有地における設備を拡充させた。
　その後1933年11月に民間事業局（Civil Works 
Administration, 以下 CWA）が設置され，1934
年７月までに426万人失業者の深刻な窮乏状態が
緩和された。CWA は公共事業局（PWA）から
４億ドル，FERA から 8,900 万ドル，連邦議会
承認予算 3 億 4,500 万ドルを用いて，７か月で
４万４千マイルの道路，２千マイルの堤防，１千
マイルの給水管の新設，4,000の学校と1,000の空
港の建設または改築を成し遂げた16。1935年まで
公共事業への投資は続けられ，その後は公共事
業促進局（Works Progress Administration, 以下
WPA) と社会保障理事会（Social Security Board）
によって引き継がれて FERA は解散した。
　1935年の社会保障法は，かねてからローズヴェ
ルトが関心を持っていた社会保険制度を中心と
し，包括的社会保障制度を実現しようとするもの
であった 17。しかし法制化の過程で南部民主党の
離反を避けるために州独自の基準で運営すること
を容認したり，医師会との葛藤の結果，医療保険
を制度案から外したりするなど，さまざまな妥協
が行われた。ともあれ「拠出にもとづく給付」を

基本とし，失業保険，老齢年金，公的扶助，社会
福祉事業の４部門を擁する制度体系ができあが
り，「就労者のための経済保障」とその補足とし
ての扶助と福祉サービスを組み合わせたアメリカ
型の福祉国家の基本がこの社会保障法によって形
づくられたのであった18。
　社会保障法は，その基本的対象を白人男性就労
者としていたが，「雇用されることが困難な者」
に対する公的扶助も制度内に位置づけ，それを州
と地方政府の責任において実行するよう定めてい
た19。1935年当初，この対象には，老齢扶助（OAA），
盲人扶助（AB），児童扶助（ADC）の３種類が
規定されていた20。制度の運営も，就労者を対象
とした老齢年金は連邦直轄としたのに対し，老齢
扶助は公的扶助の全てがそうであるように州によ
る運営を基本とし，そこに連邦補助金を支出する
という仕組みとなった。老齢扶助は，州が65歳以
上の困窮老人に対し月額30ドル（上限）を支給す
れば，連邦政府がその半額を補助金として支給す
るものとし，同様の割合で盲人扶助にも連邦補助
金が支給された。児童扶助には，第１子に18ドル，
第２子以下には12ドル（上限）を支給すれば，そ
の３分の１の連邦補助金が支給された。
　公的扶助については，その実施を（以前から救
済行政を行ってきた）州や地方政府にまかせたと
は言え，社会保障法の一部に位置づけられたため，
明確な「権利性」を担保していた。その点で，そ
れまでの救済制度とは異なる。例えば社会保障法
Title Ｉ Sec.2 には，老齢扶助の申請を却下され
た者は誰でも公正なヒアリングの機会が与えられ
ると定められていた21。この条文の背景には，貧
困が個人の資質の問題ではなく純粋に経済的問題
であり，政策的に対応すべきという社会工学的考
えがあったと読み取れる。
　これらの政策は，ローズヴェルトがニューヨー
ク州知事時代から信用を置いていた FERA のハ
リー・ホプキンス，労働省長官のフランシス・パ
ーキンス，公的扶助局長のジェーン・ホーイなど
のニューヨーク出身の進歩主義ソーシャルワーカ
ーたち，アーサー・アルトマイヤー，エドウィン・
ウィッテなどのウィスコンシン大学出身の改革派
グループ，そしてキャサリン・レンルート，アボ
ット姉妹22 などのシカゴ大学出身の連邦児童局の
代表を含む，経済保障委員会23で集中的に審議さ
れ，短期間に仕上げられた。
　社会保障法の運営は，労働省から独立した超党
派の社会保障理事会が責任を持つ形で運営される
こととなっていた。ローズヴェルトが８月23日に
任命した３人の理事は，ジョン・ワイナント（共
和党出身の前ニューハンプシャー州知事），アー
サー・アルトマイヤー（ウィスコンシン・グルー
プ），ヴィンセント・マイルズ（民主党全国委員
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会）であった。そして彼らはアメリカ公的福祉協
会（APWA）の事務局長であったフランク・ベ
インを社会保障理事会の事務局長に指名した24。
　ベインは，1936年12月ラジオ放送 America’s 

Town Meeting of the Air
25 で，社会保障は，史上

初の全国的制度であり，児童期の保護，障害者へ
の扶助，予防的公衆衛生活動，失業対策，老齢期
の困窮を防ぐための組織的対策を行う画期的制度
であると説明している。さらに，連邦と州のパー
トナーシップは，長期的に継続するため，「州財
政不足のためしばしば十分な給付ができず，救済
を受ける者が惨めな思いをせざるを得なかった過
去からの訣別となる」とも述べている26。
　社会保障理事会はさらに社会保障制度を運営す
るために必要な部局を編成し，Title Iの老齢扶助，
Title IV の盲人扶助，Title V の児童扶助につい
て州や地方政府への補助金を取り扱うために社
会保障理事会の監督下に公的扶助局（Bureau of 
Public Assistance）を設置した。初代局長は，ニ
ューヨーク時代からハリー・ホプキンスの部下で
あったジェーン・ホーイで，彼女は1936年２月に
就任し，以来17年間にわたって公的扶助局を率い
た。
　ホーイは，1892年ネブラスカ州で９人兄弟の末
子として生まれ，６歳からニューヨーク市で育っ
た。幼児期からの母親の影響で，コロンビア大学
で政治学修士を修めた後，ニューヨーク社会事業
学校に進みソーシャルワーカーとなった。1916
年からホプキンス率いるニューヨーク市児童福祉
委員会で母親扶助の担当者となった。その後赤十
字家庭サービス，ニューヨーク結核協会ブロンク
ス支部長，福祉協会保険部門長等を経て，連邦政
府の公的扶助局長となった人物である。ホーイは
前職からの経験で，社会保障法下の公的扶助は現
金給付であるべきで，それが救貧法的な施しとは
異なり，受給者の自立能力を向上させるものであ
ると考えていた27。そのため州が従前の救貧法的
態度で公的扶助を運営することを許容せず，連邦
政府の補助金を得るに値する良質なサービスとそ
の実施ができる人材を担当者に据えるよう州政府
に求めた。彼女は，時には州知事や中心的な州議
員と懇談し，州政府が実施する扶助の質的向上を
求めた。
　このように社会改革マインドを持つソーシャル
ワーカー出身の行政官僚が，社会保障法体制下で
の公的扶助制度の立案と運営に中心的役割を果た
したと言ってよい。トラットナーは，これによっ
て「大不況とニュー・ディールの結果，ソーシャ
ルワークがアメリカ的生活のなかで新たな信望と
重要性を獲得」し，「非常時の職業としてではなく，
国家機構の承認された一部分として，すなわち現
代における都市化された産業化された社会におけ

る重要かつ日常的な機能」となったと評価してい
る。このように労働者や一般大衆の要求に応える
形での政策（社会保障法やワグナー法の制定など）
展開が行われたために，ニューディール第二期に
は，保守派や産業界からの批判も強くなった。そ
の結果，社会改革も意図したようには進まず，さ
らに経済復興も遅れるという行き詰まり状態に直
面した28。
　ともあれ，福祉国家政策の一環としての社会福
祉（Social Welfare）をアメリカ社会の中に組み
込んでいくという一大事業は，当然のことながら
一部の行政官僚だけで成し遂げられるものではな
い。そこで次に，APWA の果たした連邦政府と
州政府を結ぶ役割29 や，公的部門と民間部門をつ
なぐ役割，さらに公的扶助担当官の育成を進める
役割を詳しく見ていくことにする。

２．アメリカ公的福祉協会（APWA）の設立
 大恐慌後の最初の冬，他のアメリカ人たちと

同様，ソーシャルワーカーたちも，不況が短期間
で回復すると楽観視していた。その証拠に全米社
会事業会議が失業問題を中心テーマに取り上げる
のは，1931年を待たねばならなかった（参考資料
１）。

このように専門ソーシャルワーク界が困窮する
人々の救済に機動的かつ積極的な取組を提示でき
なかった理由は，大まかに２つある。第一に貧困
救済に取り組むことは，第一次大戦後から 1920
年代に発達したカウンセリングを中心とした家族
ソーシャルワークを二番手にすることになる，第
二に連邦政府が貧困救済に乗り出すことに対して
疑問を感じるソーシャルワーカーたちが多かった
ことである30。貧困救済は，救貧法の伝統ゆえに
長い間，地方政府の責任と見なされてきた。ソー
シャルワークの伝統はあくまでも市民の連帯によ
る生活課題の解決であり，国家（連邦政府）が生
活圏域に介入することに抵抗があったのである。

そのようなわけで，ニューディール初期には，
公的救済のために連邦政府の補助金が州や市に流
れ込むことが適切な方法であると考えるソーシャ
ルワーカーはほとんどいなかった。しかしさすが
に彼らも1931年ころには不況の影響が深刻である
と認めざるを得なくなり，連邦政府の責任として
公的救済を行うこと，そしてその公共事業に失業
者を採用することに賛成するようになっていっ
た。これには，多くのソーシャルワーカーがニュ
ーディールの救済事業によって，新たな仕事の機
会を得たことも影響している31。

一方，州や地方の救済機関では緊急に対応策を
講じる必要に迫られていた。そこで1929年サンフ
ランシスコで開催された全米社会事業会議年次
大会において，第９部会（公的機関の代表者会
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によって引き継がれて FERA は解散した。
　1935年の社会保障法は，かねてからローズヴェ
ルトが関心を持っていた社会保険制度を中心と
し，包括的社会保障制度を実現しようとするもの
であった 17。しかし法制化の過程で南部民主党の
離反を避けるために州独自の基準で運営すること
を容認したり，医師会との葛藤の結果，医療保険
を制度案から外したりするなど，さまざまな妥協
が行われた。ともあれ「拠出にもとづく給付」を

基本とし，失業保険，老齢年金，公的扶助，社会
福祉事業の４部門を擁する制度体系ができあが
り，「就労者のための経済保障」とその補足とし
ての扶助と福祉サービスを組み合わせたアメリカ
型の福祉国家の基本がこの社会保障法によって形
づくられたのであった18。
　社会保障法は，その基本的対象を白人男性就労
者としていたが，「雇用されることが困難な者」
に対する公的扶助も制度内に位置づけ，それを州
と地方政府の責任において実行するよう定めてい
た19。1935年当初，この対象には，老齢扶助（OAA），
盲人扶助（AB），児童扶助（ADC）の３種類が
規定されていた20。制度の運営も，就労者を対象
とした老齢年金は連邦直轄としたのに対し，老齢
扶助は公的扶助の全てがそうであるように州によ
る運営を基本とし，そこに連邦補助金を支出する
という仕組みとなった。老齢扶助は，州が65歳以
上の困窮老人に対し月額30ドル（上限）を支給す
れば，連邦政府がその半額を補助金として支給す
るものとし，同様の割合で盲人扶助にも連邦補助
金が支給された。児童扶助には，第１子に18ドル，
第２子以下には12ドル（上限）を支給すれば，そ
の３分の１の連邦補助金が支給された。
　公的扶助については，その実施を（以前から救
済行政を行ってきた）州や地方政府にまかせたと
は言え，社会保障法の一部に位置づけられたため，
明確な「権利性」を担保していた。その点で，そ
れまでの救済制度とは異なる。例えば社会保障法
Title Ｉ Sec.2 には，老齢扶助の申請を却下され
た者は誰でも公正なヒアリングの機会が与えられ
ると定められていた21。この条文の背景には，貧
困が個人の資質の問題ではなく純粋に経済的問題
であり，政策的に対応すべきという社会工学的考
えがあったと読み取れる。
　これらの政策は，ローズヴェルトがニューヨー
ク州知事時代から信用を置いていた FERA のハ
リー・ホプキンス，労働省長官のフランシス・パ
ーキンス，公的扶助局長のジェーン・ホーイなど
のニューヨーク出身の進歩主義ソーシャルワーカ
ーたち，アーサー・アルトマイヤー，エドウィン・
ウィッテなどのウィスコンシン大学出身の改革派
グループ，そしてキャサリン・レンルート，アボ
ット姉妹22 などのシカゴ大学出身の連邦児童局の
代表を含む，経済保障委員会23で集中的に審議さ
れ，短期間に仕上げられた。
　社会保障法の運営は，労働省から独立した超党
派の社会保障理事会が責任を持つ形で運営される
こととなっていた。ローズヴェルトが８月23日に
任命した３人の理事は，ジョン・ワイナント（共
和党出身の前ニューハンプシャー州知事），アー
サー・アルトマイヤー（ウィスコンシン・グルー
プ），ヴィンセント・マイルズ（民主党全国委員
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会）であった。そして彼らはアメリカ公的福祉協
会（APWA）の事務局長であったフランク・ベ
インを社会保障理事会の事務局長に指名した24。
　ベインは，1936年12月ラジオ放送 America’s 

Town Meeting of the Air
25 で，社会保障は，史上

初の全国的制度であり，児童期の保護，障害者へ
の扶助，予防的公衆衛生活動，失業対策，老齢期
の困窮を防ぐための組織的対策を行う画期的制度
であると説明している。さらに，連邦と州のパー
トナーシップは，長期的に継続するため，「州財
政不足のためしばしば十分な給付ができず，救済
を受ける者が惨めな思いをせざるを得なかった過
去からの訣別となる」とも述べている26。
　社会保障理事会はさらに社会保障制度を運営す
るために必要な部局を編成し，Title Iの老齢扶助，
Title IV の盲人扶助，Title V の児童扶助につい
て州や地方政府への補助金を取り扱うために社
会保障理事会の監督下に公的扶助局（Bureau of 
Public Assistance）を設置した。初代局長は，ニ
ューヨーク時代からハリー・ホプキンスの部下で
あったジェーン・ホーイで，彼女は1936年２月に
就任し，以来17年間にわたって公的扶助局を率い
た。
　ホーイは，1892年ネブラスカ州で９人兄弟の末
子として生まれ，６歳からニューヨーク市で育っ
た。幼児期からの母親の影響で，コロンビア大学
で政治学修士を修めた後，ニューヨーク社会事業
学校に進みソーシャルワーカーとなった。1916
年からホプキンス率いるニューヨーク市児童福祉
委員会で母親扶助の担当者となった。その後赤十
字家庭サービス，ニューヨーク結核協会ブロンク
ス支部長，福祉協会保険部門長等を経て，連邦政
府の公的扶助局長となった人物である。ホーイは
前職からの経験で，社会保障法下の公的扶助は現
金給付であるべきで，それが救貧法的な施しとは
異なり，受給者の自立能力を向上させるものであ
ると考えていた27。そのため州が従前の救貧法的
態度で公的扶助を運営することを許容せず，連邦
政府の補助金を得るに値する良質なサービスとそ
の実施ができる人材を担当者に据えるよう州政府
に求めた。彼女は，時には州知事や中心的な州議
員と懇談し，州政府が実施する扶助の質的向上を
求めた。
　このように社会改革マインドを持つソーシャル
ワーカー出身の行政官僚が，社会保障法体制下で
の公的扶助制度の立案と運営に中心的役割を果た
したと言ってよい。トラットナーは，これによっ
て「大不況とニュー・ディールの結果，ソーシャ
ルワークがアメリカ的生活のなかで新たな信望と
重要性を獲得」し，「非常時の職業としてではなく，
国家機構の承認された一部分として，すなわち現
代における都市化された産業化された社会におけ

る重要かつ日常的な機能」となったと評価してい
る。このように労働者や一般大衆の要求に応える
形での政策（社会保障法やワグナー法の制定など）
展開が行われたために，ニューディール第二期に
は，保守派や産業界からの批判も強くなった。そ
の結果，社会改革も意図したようには進まず，さ
らに経済復興も遅れるという行き詰まり状態に直
面した28。
　ともあれ，福祉国家政策の一環としての社会福
祉（Social Welfare）をアメリカ社会の中に組み
込んでいくという一大事業は，当然のことながら
一部の行政官僚だけで成し遂げられるものではな
い。そこで次に，APWA の果たした連邦政府と
州政府を結ぶ役割29 や，公的部門と民間部門をつ
なぐ役割，さらに公的扶助担当官の育成を進める
役割を詳しく見ていくことにする。

２．アメリカ公的福祉協会（APWA）の設立
 大恐慌後の最初の冬，他のアメリカ人たちと

同様，ソーシャルワーカーたちも，不況が短期間
で回復すると楽観視していた。その証拠に全米社
会事業会議が失業問題を中心テーマに取り上げる
のは，1931年を待たねばならなかった（参考資料
１）。

このように専門ソーシャルワーク界が困窮する
人々の救済に機動的かつ積極的な取組を提示でき
なかった理由は，大まかに２つある。第一に貧困
救済に取り組むことは，第一次大戦後から 1920
年代に発達したカウンセリングを中心とした家族
ソーシャルワークを二番手にすることになる，第
二に連邦政府が貧困救済に乗り出すことに対して
疑問を感じるソーシャルワーカーたちが多かった
ことである30。貧困救済は，救貧法の伝統ゆえに
長い間，地方政府の責任と見なされてきた。ソー
シャルワークの伝統はあくまでも市民の連帯によ
る生活課題の解決であり，国家（連邦政府）が生
活圏域に介入することに抵抗があったのである。

そのようなわけで，ニューディール初期には，
公的救済のために連邦政府の補助金が州や市に流
れ込むことが適切な方法であると考えるソーシャ
ルワーカーはほとんどいなかった。しかしさすが
に彼らも1931年ころには不況の影響が深刻である
と認めざるを得なくなり，連邦政府の責任として
公的救済を行うこと，そしてその公共事業に失業
者を採用することに賛成するようになっていっ
た。これには，多くのソーシャルワーカーがニュ
ーディールの救済事業によって，新たな仕事の機
会を得たことも影響している31。

一方，州や地方の救済機関では緊急に対応策を
講じる必要に迫られていた。そこで1929年サンフ
ランシスコで開催された全米社会事業会議年次
大会において，第９部会（公的機関の代表者会
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議）では，全国組織を立ち上げる案を賛成多数で
可決し，翌1930年にボストンで開催される全米社
会事業会議において具体的な組織編制を検討する
こととした。ボストンでは，1930年６月12日にラ
ンチョンミーティングが設定され，20州から41人
が参加した32。なお，同ランチョンミーティング
では，新組織の名称をアメリカ公的福祉行政官協
会（the American Association of Public Welfare 
Officials）とすることが決定され，L. A. ハルバー
ト（Rhode Island）が会長に選出された。ハルバ
ートは，執行委員会として，コナント（Mass），
ウィルソン（D.C.），グリスウォルト（Ohio），ジ
ョンソン（New York），セイラー（California）
の５人33を指名し，彼らとともにこの組織の役割
を審議した。その結果，当面，組織の構成員を州
の福祉局に限定することと，組織の目標を州福祉
局同士の情報交換を促進することが決まった。ま
た新組織の当面の活動を，大統領の就業緊急委員
会（the Emergency Committee of Employment）
に協力して，公的救済の状況についての情報を集
めることや，公的福祉サービスを効率的に提供す
る組織を開発することも決定された。

ところでこの組織の立ち上げにあたり，必要な
情報を提供し，関係者との連絡調整と事務的支援
を行ったのは，連邦児童局であった。特に局長の
グレース・アボットは，全国的統計データの収集
方法を教示し34，組織に郡や市の福祉行政に混在
させることのリスクも指摘した。その上で児童局
ができる事務支援の内容を説明し35，調査の実施
と組織の運営費用のためにローラ・スペルマン・
ロックフェラー財団から支援を得られる可能性を
示唆した36。

そこで会長のハルバートが財団の資金援助担当
者で前連邦政府人事委員会高官であったガイ・モ
フェット37 と会見した。モフェットのアドバイス
により，アメリカ公的福祉行政官協会は，全国的
統計調査の実施にとりまとめの仕事を担う常勤ス
タッフを雇用することとし，公的扶助の担当者の
現任訓練は警察官や保護観察官などの現任訓練の
方式を参考にすることにした。

その後1932年にアメリカ公的福祉行政官協会
（the American Association of Public Welfare 

Officials）は，ワシントンからシカゴに全国事務
所を移転させ，名称もアメリカ公的福祉協会（the 
American Public Welfare Association）とした。
この移転によって，APWA は，エディス・アボ
ットやソフォニスバ・ブレッキンリッジ，シャー
ロット・トウルなど，公的扶助行政の向上に深
い関心を持つシカゴ大学社会サービス運営学校

（University of Chicago School of Social Service 
Administration）の教授たちの強力なバックアッ
プを得るようになる。それらは，①福祉国家の制

度としての公的扶助の位置づけに関する理論的裏
付け，②教授陣の人脈（連邦政府や全米各地の社
会福祉関係者との繋がり），③ APWA 主催の研
修や講習の講師として協力，④シカゴ大学出版会
の学術雑誌 Social Service Review への原稿掲載，
⑤ APWA 事務所の設置（シカゴ大学が保有地を
提供）などである。以後全国事務所を再びワシン
トンに戻す1974年まで，調査や研修，政策提案，
出版などの活動で，APWA とシカゴ大学との密
接な連携は続いた38。例えば，1956年に APWA
がシカゴ大学の協力を得て実施した調査では，社
会サービス担当者からカウンセリングを受けた家
族がより短期間で扶助受給を脱することができる
ということが明らかになった。この結果によって，
1962年に社会保障法が改正されたときには，受給
家庭が必要とする場合，カウンセリングを実施す
るということを福祉サービスの一つとして州の福
祉局に義務付けたのであった39。

３�．APWAの公的扶助政策への関与および公的扶
助ソーシャルワーカーの養成への関与
　（１）公的扶助政策への関与
　（ア）フーヴァー時代
　1931年の冬，連邦政府の失業者救済の法制化を
求めるソーシャルワーカーたちが，「連邦政府の
アクションを求める社会事業会議」を開催した。
この会議に参加した APWA は，連邦議会上院の
委員会メンバーから全米の失業者の状況の報告を
求められ，その後，この会議は1932年１月上院に
提出されたコスティガン＝ラ・フォーレット法案
の下書きを行った。同法案は成立しなかったが７
月にレイニー＝ワグナー法案をもとに緊急救済・
建設法がフーヴァー大統領の承認を得て成立し
た 40。この法は救済目的のために年利３％で資金
を州知事に貸し付けるというものであったが貸付
の詳細な条件は設定されていなかった。そのため
各州政府は，公的救済の法制化と行政組織の整備
を単独に行わなければならなかった。州知事は，
APWA にアドバイスを求め，APWA はそれにス
タッフを増強して応えた41。具体的には，社会調
査，救済行政の研究（ニューヨーク，ニューハン
プシャー，アイオワ，カンザス，テキサス州ダラ
ス市など），新しい法制度の下書きや既存の法制
度の改正案の作成，救済事業や福祉事業の整備計
画，救済行政の規則整備，救済事業専門家の配置，
公的福祉に関する報告書や刊行物の発表，公的福
祉分野の民間組織と行政組織の連絡調整などであ
った。
　APWA は，一般的には州政府に以下の10項目
を求めることとしていた42。
１ ．救済行政を行わせる州部局を新たにまたは既

存のものを活用して設置すること，州福祉局が
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担当できる場合はそれに担当させること
２ ．救済担当部局に州の救済事業を実施させると

ともに州全体の失業者数を調査させ，救済のニ
ーズとそれに係る費用を算出させること，

３ ．郡単位で福祉行政と救済行政の支部を設置す
ること

４ ．州と地方の救済部局に救済事業の専門家を配
置すること

５ ．民間組織に公的資金を流さず，公私が協力し
て救済事業を行うようにすること

６ ．州と連邦政府の救済資金を各郡の必要に応じ
て配布する権限を州福祉局に与えること

７ ．州福祉局が決定した救済及びサービスの最低
基準に従って各郡に資金を臨機応変に配布でき
るようにすること

８ ．失業対策事業と直接救済を組み合わせて，救
済が有効に行えるようにすること

９ ．州にも救済資金を支出する責任を負わせるこ
と

10 ．失業者に尊厳ある生活を提供できるような救
済事業を発展させること

　以上を見ると，FERA が開始される以前に，「福
祉国家政策の一部としての公的扶助」の原則は，
その骨子が出来上がっていたと言える。
　1932年１年 間 に APWA の ス タ ッ フ は， 州
政府の招きに応じてアドバイスを行うだけで
はなく，15州の各種社会福祉関係の会議に出
席した。また，彼らは広報活動にも力を入れ，
Public Welfare News や Old Age Security and 
Unemployment Insurance と，Maintenance of 
Welfare Standard43 のパンフレットを刊行したほ
か，専門雑誌への寄稿やラジオ番組への出演を通
して新しいシステムの広報を行った。
　（イ）FERA 時代
　こうした連邦救済行政への専門的アドバイザ
ーとしての APWA の役割は，FERA 局長のハリ
ー・ホプキンスの組織運営方針と合致していた
ため，基本的には政権交代後も継続した44。その
上 APWA と FERA，あるいは APWA と州や地
方の公的福祉局との密接な関係は，人事面での交
流が盛んに行われたことにより強固になっていっ
た。例えば，ホプキンスと APWA 事務局長のベ
インは，1920年代初頭から救済行政についての専
門的意見や情報を盛んに交換してきた友人であっ
た。そのため FERA が開始されると，ベインは，
FERA にデスクを与えられ，シカゴとワシント
ンを毎週往復することになった45。その後1934年
に FERA が解散し，社会保障法の実施の段階に
移行すると，ベインは，ホプキンスの要請により
社会保障理事会の初代事務局長に就任する。こ
の例以外にも，もともと州政府の行政官であった
APWA のメンバーも多かったため46，他州の行

政官と「公的福祉が政府の責任として行われるべ
きである」という考えを共有しつつ，連邦政府が
主導する新たな救済行政体制を確立していった47。
　（ウ）社会保障法時代
　APWA は，公的扶助を廻って，連邦政府の行
政組織のあり方にも影響を与えようとした。1935
年６月にモントリオールで開催された APWA の
年次大会では，連邦政府の中に強力な権限を持つ
公的福祉を担当する部局を設置することを求める
決議がなされた48。これは，FERA の解散によっ
て，連邦政府の補助金を用いて行われる州政府の
救済行政の適切性（財政面のみならず，連邦政府
が設定した社会サービスの基準を満たしているか
どうかという点）を監督する部署が必要になった
ためである。
　APWA は，連邦と州の機関の連絡調整役とな
ることを自覚し，1935年社会保障法の法制化の過
程とその後の実施過程への協力を行った。そして
担当部局となった社会保障局を支援し，公的福祉
の運営を改善するための支援も行った。
　例えば，1935年10月の理事会では，FERA の
廃止による影響が審議されている。救済事業が社
会保障制度の中に包摂されることの州への影響
や，州を越えて移動する短期労働者（Transient）
や季節労働者の取り扱いについてである49。これ
は，州間合意として取組みが行われ，各州のほか
にアラスカ，ハワイ，ワシントンＤＣも含めて移
動先の地域でも同様の処遇を受けることができる
互恵協定として法制化された50。
　社会保障制度の運営が始まり，公的扶助局が社
会保障理事会の下で設置されると，連邦政府の救
済は，公的扶助局の責任において実施されるよう
になった。このように FERA の時代から組織体
制は変更になったものの，APWA 前事務局長の
ベインが社会保障理事会事務局長に就任していた
ため APWA と連邦政府の関係は依然として親密
であった。1936年５月の理事会には，公的扶助局
長に就任したホーイが招待され議論に加わってい
たほか，この年も社会保障理事会や連邦政府の関
係部局，州や地方の公的福祉行政に APWA のス
タッフは出向していた。
　APWA は，公的扶助行政に関して，受給者を
貧困状況から早期に脱出させるためには，科学的
ソーシャルワークと科学的行政運営を基本とすべ
きと考えていた。そのため州や地方の行政を通じ
て統計データを収集することに力を入れていた。
集められたデータの解析を行った結果，APWA
は公的扶助を一般扶助に切り替えるべきであると
いう意見を持つようになった。それは，社会保障
法制度下のカテゴリー別救済では，多くの短期労
働者やホームレスが対象からはずされてしまうか
らであった 51。
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議）では，全国組織を立ち上げる案を賛成多数で
可決し，翌1930年にボストンで開催される全米社
会事業会議において具体的な組織編制を検討する
こととした。ボストンでは，1930年６月12日にラ
ンチョンミーティングが設定され，20州から41人
が参加した32。なお，同ランチョンミーティング
では，新組織の名称をアメリカ公的福祉行政官協
会（the American Association of Public Welfare 
Officials）とすることが決定され，L. A. ハルバー
ト（Rhode Island）が会長に選出された。ハルバ
ートは，執行委員会として，コナント（Mass），
ウィルソン（D.C.），グリスウォルト（Ohio），ジ
ョンソン（New York），セイラー（California）
の５人33を指名し，彼らとともにこの組織の役割
を審議した。その結果，当面，組織の構成員を州
の福祉局に限定することと，組織の目標を州福祉
局同士の情報交換を促進することが決まった。ま
た新組織の当面の活動を，大統領の就業緊急委員
会（the Emergency Committee of Employment）
に協力して，公的救済の状況についての情報を集
めることや，公的福祉サービスを効率的に提供す
る組織を開発することも決定された。

ところでこの組織の立ち上げにあたり，必要な
情報を提供し，関係者との連絡調整と事務的支援
を行ったのは，連邦児童局であった。特に局長の
グレース・アボットは，全国的統計データの収集
方法を教示し34，組織に郡や市の福祉行政に混在
させることのリスクも指摘した。その上で児童局
ができる事務支援の内容を説明し35，調査の実施
と組織の運営費用のためにローラ・スペルマン・
ロックフェラー財団から支援を得られる可能性を
示唆した36。

そこで会長のハルバートが財団の資金援助担当
者で前連邦政府人事委員会高官であったガイ・モ
フェット37 と会見した。モフェットのアドバイス
により，アメリカ公的福祉行政官協会は，全国的
統計調査の実施にとりまとめの仕事を担う常勤ス
タッフを雇用することとし，公的扶助の担当者の
現任訓練は警察官や保護観察官などの現任訓練の
方式を参考にすることにした。

その後1932年にアメリカ公的福祉行政官協会
（the American Association of Public Welfare 

Officials）は，ワシントンからシカゴに全国事務
所を移転させ，名称もアメリカ公的福祉協会（the 
American Public Welfare Association）とした。
この移転によって，APWA は，エディス・アボ
ットやソフォニスバ・ブレッキンリッジ，シャー
ロット・トウルなど，公的扶助行政の向上に深
い関心を持つシカゴ大学社会サービス運営学校

（University of Chicago School of Social Service 
Administration）の教授たちの強力なバックアッ
プを得るようになる。それらは，①福祉国家の制

度としての公的扶助の位置づけに関する理論的裏
付け，②教授陣の人脈（連邦政府や全米各地の社
会福祉関係者との繋がり），③ APWA 主催の研
修や講習の講師として協力，④シカゴ大学出版会
の学術雑誌 Social Service Review への原稿掲載，
⑤ APWA 事務所の設置（シカゴ大学が保有地を
提供）などである。以後全国事務所を再びワシン
トンに戻す1974年まで，調査や研修，政策提案，
出版などの活動で，APWA とシカゴ大学との密
接な連携は続いた38。例えば，1956年に APWA
がシカゴ大学の協力を得て実施した調査では，社
会サービス担当者からカウンセリングを受けた家
族がより短期間で扶助受給を脱することができる
ということが明らかになった。この結果によって，
1962年に社会保障法が改正されたときには，受給
家庭が必要とする場合，カウンセリングを実施す
るということを福祉サービスの一つとして州の福
祉局に義務付けたのであった39。

３�．APWAの公的扶助政策への関与および公的扶
助ソーシャルワーカーの養成への関与
　（１）公的扶助政策への関与
　（ア）フーヴァー時代
　1931年の冬，連邦政府の失業者救済の法制化を
求めるソーシャルワーカーたちが，「連邦政府の
アクションを求める社会事業会議」を開催した。
この会議に参加した APWA は，連邦議会上院の
委員会メンバーから全米の失業者の状況の報告を
求められ，その後，この会議は1932年１月上院に
提出されたコスティガン＝ラ・フォーレット法案
の下書きを行った。同法案は成立しなかったが７
月にレイニー＝ワグナー法案をもとに緊急救済・
建設法がフーヴァー大統領の承認を得て成立し
た 40。この法は救済目的のために年利３％で資金
を州知事に貸し付けるというものであったが貸付
の詳細な条件は設定されていなかった。そのため
各州政府は，公的救済の法制化と行政組織の整備
を単独に行わなければならなかった。州知事は，
APWA にアドバイスを求め，APWA はそれにス
タッフを増強して応えた41。具体的には，社会調
査，救済行政の研究（ニューヨーク，ニューハン
プシャー，アイオワ，カンザス，テキサス州ダラ
ス市など），新しい法制度の下書きや既存の法制
度の改正案の作成，救済事業や福祉事業の整備計
画，救済行政の規則整備，救済事業専門家の配置，
公的福祉に関する報告書や刊行物の発表，公的福
祉分野の民間組織と行政組織の連絡調整などであ
った。
　APWA は，一般的には州政府に以下の10項目
を求めることとしていた42。
１ ．救済行政を行わせる州部局を新たにまたは既

存のものを活用して設置すること，州福祉局が
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担当できる場合はそれに担当させること
２ ．救済担当部局に州の救済事業を実施させると

ともに州全体の失業者数を調査させ，救済のニ
ーズとそれに係る費用を算出させること，

３ ．郡単位で福祉行政と救済行政の支部を設置す
ること

４ ．州と地方の救済部局に救済事業の専門家を配
置すること

５ ．民間組織に公的資金を流さず，公私が協力し
て救済事業を行うようにすること

６ ．州と連邦政府の救済資金を各郡の必要に応じ
て配布する権限を州福祉局に与えること

７ ．州福祉局が決定した救済及びサービスの最低
基準に従って各郡に資金を臨機応変に配布でき
るようにすること

８ ．失業対策事業と直接救済を組み合わせて，救
済が有効に行えるようにすること

９ ．州にも救済資金を支出する責任を負わせるこ
と

10 ．失業者に尊厳ある生活を提供できるような救
済事業を発展させること

　以上を見ると，FERA が開始される以前に，「福
祉国家政策の一部としての公的扶助」の原則は，
その骨子が出来上がっていたと言える。
　1932年１年 間 に APWA の ス タ ッ フ は， 州
政府の招きに応じてアドバイスを行うだけで
はなく，15州の各種社会福祉関係の会議に出
席した。また，彼らは広報活動にも力を入れ，
Public Welfare News や Old Age Security and 
Unemployment Insurance と，Maintenance of 
Welfare Standard43 のパンフレットを刊行したほ
か，専門雑誌への寄稿やラジオ番組への出演を通
して新しいシステムの広報を行った。
　（イ）FERA 時代
　こうした連邦救済行政への専門的アドバイザ
ーとしての APWA の役割は，FERA 局長のハリ
ー・ホプキンスの組織運営方針と合致していた
ため，基本的には政権交代後も継続した44。その
上 APWA と FERA，あるいは APWA と州や地
方の公的福祉局との密接な関係は，人事面での交
流が盛んに行われたことにより強固になっていっ
た。例えば，ホプキンスと APWA 事務局長のベ
インは，1920年代初頭から救済行政についての専
門的意見や情報を盛んに交換してきた友人であっ
た。そのため FERA が開始されると，ベインは，
FERA にデスクを与えられ，シカゴとワシント
ンを毎週往復することになった45。その後1934年
に FERA が解散し，社会保障法の実施の段階に
移行すると，ベインは，ホプキンスの要請により
社会保障理事会の初代事務局長に就任する。こ
の例以外にも，もともと州政府の行政官であった
APWA のメンバーも多かったため46，他州の行

政官と「公的福祉が政府の責任として行われるべ
きである」という考えを共有しつつ，連邦政府が
主導する新たな救済行政体制を確立していった47。
　（ウ）社会保障法時代
　APWA は，公的扶助を廻って，連邦政府の行
政組織のあり方にも影響を与えようとした。1935
年６月にモントリオールで開催された APWA の
年次大会では，連邦政府の中に強力な権限を持つ
公的福祉を担当する部局を設置することを求める
決議がなされた48。これは，FERA の解散によっ
て，連邦政府の補助金を用いて行われる州政府の
救済行政の適切性（財政面のみならず，連邦政府
が設定した社会サービスの基準を満たしているか
どうかという点）を監督する部署が必要になった
ためである。
　APWA は，連邦と州の機関の連絡調整役とな
ることを自覚し，1935年社会保障法の法制化の過
程とその後の実施過程への協力を行った。そして
担当部局となった社会保障局を支援し，公的福祉
の運営を改善するための支援も行った。
　例えば，1935年10月の理事会では，FERA の
廃止による影響が審議されている。救済事業が社
会保障制度の中に包摂されることの州への影響
や，州を越えて移動する短期労働者（Transient）
や季節労働者の取り扱いについてである49。これ
は，州間合意として取組みが行われ，各州のほか
にアラスカ，ハワイ，ワシントンＤＣも含めて移
動先の地域でも同様の処遇を受けることができる
互恵協定として法制化された50。
　社会保障制度の運営が始まり，公的扶助局が社
会保障理事会の下で設置されると，連邦政府の救
済は，公的扶助局の責任において実施されるよう
になった。このように FERA の時代から組織体
制は変更になったものの，APWA 前事務局長の
ベインが社会保障理事会事務局長に就任していた
ため APWA と連邦政府の関係は依然として親密
であった。1936年５月の理事会には，公的扶助局
長に就任したホーイが招待され議論に加わってい
たほか，この年も社会保障理事会や連邦政府の関
係部局，州や地方の公的福祉行政に APWA のス
タッフは出向していた。
　APWA は，公的扶助行政に関して，受給者を
貧困状況から早期に脱出させるためには，科学的
ソーシャルワークと科学的行政運営を基本とすべ
きと考えていた。そのため州や地方の行政を通じ
て統計データを収集することに力を入れていた。
集められたデータの解析を行った結果，APWA
は公的扶助を一般扶助に切り替えるべきであると
いう意見を持つようになった。それは，社会保障
法制度下のカテゴリー別救済では，多くの短期労
働者やホームレスが対象からはずされてしまうか
らであった 51。
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　この件については，シカゴ大学社会サービス運
営学校長エディス・アボットも，1936年３月18日
発行の Nation の記事において，FERA 時代の連
邦補助金が停止されたことにより，社会保障法の
救済カテゴリーに属さない貧困家庭が生活に困窮
し，救貧法の時代のように地方政府の役人の恩恵
にすがることになると心配していた 52。彼女は，
公的扶助の権利性が縮小され，前近代的性格に逆
戻りすることを恐れていたのである。しかし結局，
カテゴリー別の公的扶助が一般扶助となることは
なかった。
　（エ）戦中戦後時代
　1939年には，APWA 組織内に全国州公的福
祉行政官協議会（the National Council of State 
Public Welfare Administrators）と全国地方公的
福祉行政官協議会（the National Council of Local 
Public Welfare Administrators）の２つのグルー
プが結成された 53。これは当初からグレース・ア
ボットが指摘していたこと，すなわち２つのレベ
ルの地方行政が救済行政で直面する問題の性質が
異なっていたからである。APWA が，公的福祉
行政の運営，政策立案や救済手続きの改善に指導
的役割を果たし，行政担当者に有益な情報を提供
するためには，必要な展開であったと言える。
　1940年代には戦時体制への移行に伴い，APWA
は，選抜徴兵局と協働で兵役従事者へのサービス
給付，留守家庭への福祉サービスの提供，国防体
制下の緊急事態対応計画策定への参加，難民・孤
児の救済を行った。また，軍需産業への採用支援，
救済受給女性の就労支援も行った。
　戦後も APWA は，社会保障法の改正への支援
にかかわり，1946年に法改正が提案されたときに
は，関係者への情報提供と議論の場の提供を行っ
た。また社会保障法の1956年改正では，改正内容
を定めるために，全国調査を実施した。その結果
1956年改正では，州の公的扶助行政における漏救
をなくすために，連邦政府の補助金を増額するこ
ととした 54。

　（２）公的扶助担当者養成への関与
1930 年以前には，民間のボランタリー組織が

教養・文化面で優れていると見なされており，実
際に社会変革に向けての運動体としても活躍して
きた。ソーシャルワーカーたちは，公的救済機関
を悪し様に貶し，教育機関でさえも，民間慈善組
織を念頭に置いた養成教育を行ってきた。専門的
訓練を受けたソーシャルワーカーで公的機関での
政策立案や実施の仕事をめざす者は皆無と言って
のよいくらいであった55。ところが，大恐慌によ
って，民間慈善組織のキャパシティの限界のため
公的機関の窓口に送致せざるを得ないケースが大
量に生じたために，公的機関の救済方針や窓口対

応の改善が必要となった。すなわち州や市レベル
での救済政策の立案とその実施を行う能力を有す
るソーシャルワーカーを行政機関に配置すべきと
いう議論が出てきたのである。

公的扶助を担うソーシャルワーカーの専門的資
質を高くすべきという議論は，1930年に APWA
の前身のアメリカ公的福祉行政官協会が設立され
た時から提起されていた。この時点で彼らがまず
企画したのが，グレース・アボット（連邦児童局），
エレン・ポッター医師（ニュージャージー州），
チャールズ・ジョンソン（ニューヨーク州社会福
祉局），フランク・ベイン（ヴァージニア州公的
福祉局），アンナ・セイラー（カリフォルニア州
社会福祉局）の５人による委員会を設置して，そ
の内容を協議することであった56。

1931年９月，Social Service Review 誌上で，グ
レース・アボット（連邦児童局長，APWA の

公的福祉事業における専門職の基準を保持・発展
させるための委員会委員長）は，公的福祉には２
つの課題があると述べた。その１つは，専門的資
質を持った人材を如何に確保するかということ，
もう１つは，公的福祉サービスの専門的基準を如
何に維持し続けていくのかということである57。
そして委員会は，1932年に「公的社会サービス実
施における組織化，管理，運営の手法を理解して
いない者はその職を全うすることができない」と
いう見解を発表した58。

FERAの創設により，連邦補助金による州や地
方政府の救済制度が安定的に実施されるようにな
ると，失業救済の担当者の改善がいくつかの州で
見られるようになった。FERA 自身による担当
者の最低基準は明文化されていなかったが，実施
過程でなされた補助金運用指導によって，州や地
方政府が自主的に改善していったのである59。

1934年全米社会事業会議第９部会と APWA が
共催した「公的サービスのための人材」に関する
円卓会議で，APWA の専門基準委員会委員であ
りニュージャージー州医療部長であったエレン・
ポッター医師は，州の緊急救済局の担当者の資質
について調査中であることを明らかにし，途中経
過を報告した。この調査の最終報告は，1934年９
月，委員長のモスが APWA 理事会に提出した年
次報告の中で行われた。それによれば，連邦政府
の圧力と人事交流によって，州や地方の公的福祉
部門には専門的資質を持った人材が増えていると
いうことであった。ただし彼は，公務員の採用基
準の改善だけでは十分な効果をもたらさないこと
も指摘していた。能力に見合った採用と昇任を基
本とする「メリットシステム」の実現が最低限必
要と述べ，試験制度の導入を提言した60。

1935年に社会保障法が成立し，恒久的に公的扶
助に携わる人材が必要となったが，その需要に応
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えるだけの専門職は絶対的に不足していた。その
理由は，専門的訓練を受けたソーシャルワーカー
で公的救済に携わった経験のある者が極端に少な
かったこと，ソーシャルワーカー養成を行う社会
事業学校においても，公的福祉の政策立案や公的
福祉行政の運営について詳しく教授する機会を持
っていなかったことによる。そのため専門的知識
を全く持たない者たちが，公的扶助担当者として
採用されてしまったのである61。

そこで，APWA は，最優先課題として，州や
地方政府の公的福祉部に新たに採用された者を対
象に現任訓練を実施することとにした。これがで
きたのは，スペルマン財団が特別助成金22,500ド
ルを APWA に寄贈したことによる62。この資金
をもとに APWA では，ニューヨーク市公的福祉
局長のウィリアム・ハドソンを委員長とする現任
訓練委員会を立ち上げ，連邦児童局，社会保障理
事会，公共事業局の責任者たちをメンバーとして
現任訓練を検討することとなった。APWA は，
この委員会の他，２つの委員会（ルイス・メリア
ムが会長の人材委員会とゴードン・ハミルトンが
会長の業務内容分析計画・施行方法委員会）に協
力を求めて現任訓練プログラムの開発・実施に取
り組んだ。さらに APWA の前会長のラ・ドゥを
説得して実施責任者とした。一方，現任訓練プロ
グラムの内容については，シカゴ大学のクライド・
ホワイトが非常勤で研究することとなった。また，
APWA は，エラ・W・リードをコンサルタント
として位置づけ，州や地方政府の人事管理，採用
支援，公的福祉行政担当部署の立ち上げ，現任訓
練の設置支援，法制化と運営の参考図書の紹介を
行うために，全米の州や地方を訪問させることと
した63。

APWA 会長のホーラーは，アメリカ社会事業
学校協会にも働きかけ，スタッフの専門性を高め
るための効率的プログラムの開発を依頼した。公
的福祉現場で標準的に行われている業務の調査に
ついては，連邦児童局と社会保障理事会からの依
頼により，APWA 自身が調査を行った。その結
果はミシガン大学のアーサー・ダンハム教授の研
究にまわされ，州，郡，市それぞれのレベルでの
業務遂行の能力を高めるための効率的なプログラ
ムが開発された。これをもとに，APWA は，現
任訓練のデモ・プログラムをアラバマ，インディ
アナ，ルイジアナ，ミネソタ，ワシントンの５つ
の州を選定して実施することとした64。

1936年８月時点では，州の行政官僚がソーシャ
ルワーカーにほとんど期待していなかったため
に，州公的福祉局長にソーシャルワーカーの資格
を要求していたのは，３州のみであった。しかし
こうした APWA と連邦政府，州政府，大学の集
中した努力の結果，1940年までには多くの州で現

任訓練プログラムが実施されるようになった。そ
して 1939年までに公務員法を整備し実施した州
は17州，メリットシステムを採用して公的扶助を
運営していた州は22州に上っていた65。

　おわりに
以上見てきたように，APWAの果たした役割

は，補助金行政を基本とする連邦政府の公的扶助
行政を円滑に進めるための潤滑油的役割であっ
た。具体的には，①連邦政府と州政府とのリエゾ
ンの役割を果たすこと，②連邦補助金の支給基準
を達成するための州や地方政府の公的福祉法制度
作成を支援すること，③州や地方政府の公的福祉
担当者のレベルアップのために採用基準を整備し
たり，研修や講習を実施したりすること，④全国
的な情報提供のために広報活動や出版活動を行う
ことであった。

情報提供による政策立案への支援については，
本稿で十分に触れていないが，APWA は，連
邦，州，地方の公的福祉法制化の全国的な最新情
報や連邦議会や州議会で保留となっている法案
の最新情報を盛り込んだ「法制化報告サービス

（Legislative Reporting Service）」を刊行し，行
政担当者の支援を行ったほか，必要に応じて会議，
研修，講習を企画して実施した。

こうした APWA の活動は，APWA の民間団
体としての性格を活用して，補助金行政という社
会保障制度下での公的扶助を全国に普及させた点
で評価されよう。連邦政府からの命令や指導では
なく，あくまでも州や地方政府が自主的に，旧態
然とした救貧法体制を脱却して近代的な福祉国家
が国民に提供する権利としての公的扶助を実施す
る体制を整えることを実現させたからである。

　　　　　　　　　　　　　　　　　
１  拙稿「アメリカ合衆国」宇佐美耕一他編『世界の社
会福祉年間 2013 第 13 集』旬報社 2013 年 . pp.42-43.
２  一般家庭の支援は，第一大戦中にアメリカ赤十字社
と陸軍がソーシャルワーカーに留守家族と帰還兵士の
ケアをさせるようになったことから始まった。ただし，
まだこの時期のソーシャルワーカーは，貧困家庭の支
援を中心としていた。
３  用語の使い方を解説すると，公的救済は Public 
Relief の訳語，公的扶助は Public Assistance の訳語
として用いている。また Public Welfare の訳語とし
て公的福祉を用いている。Roosevelt 大統領はニュー
ディールの救済事業の議論の中で，やや時代がかった
Dole（施し）という用語も使用しているが，それは本
稿の内容には直接関係しないため，ここでは用いない。
４  物質主義の支配下で悲惨な生活を強いられ人間性を
剥奪されている下層市民を救済し，正直な人間が報わ
れる本来のアメリカを取り戻そうとすることがソーシ
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　この件については，シカゴ大学社会サービス運
営学校長エディス・アボットも，1936年３月18日
発行の Nation の記事において，FERA 時代の連
邦補助金が停止されたことにより，社会保障法の
救済カテゴリーに属さない貧困家庭が生活に困窮
し，救貧法の時代のように地方政府の役人の恩恵
にすがることになると心配していた 52。彼女は，
公的扶助の権利性が縮小され，前近代的性格に逆
戻りすることを恐れていたのである。しかし結局，
カテゴリー別の公的扶助が一般扶助となることは
なかった。
　（エ）戦中戦後時代
　1939年には，APWA 組織内に全国州公的福
祉行政官協議会（the National Council of State 
Public Welfare Administrators）と全国地方公的
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ボットが指摘していたこと，すなわち２つのレベ
ルの地方行政が救済行政で直面する問題の性質が
異なっていたからである。APWA が，公的福祉
行政の運営，政策立案や救済手続きの改善に指導
的役割を果たし，行政担当者に有益な情報を提供
するためには，必要な展開であったと言える。
　1940年代には戦時体制への移行に伴い，APWA
は，選抜徴兵局と協働で兵役従事者へのサービス
給付，留守家庭への福祉サービスの提供，国防体
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ととした 54。

　（２）公的扶助担当者養成への関与
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って，民間慈善組織のキャパシティの限界のため
公的機関の窓口に送致せざるを得ないケースが大
量に生じたために，公的機関の救済方針や窓口対
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公的扶助を担うソーシャルワーカーの専門的資
質を高くすべきという議論は，1930年に APWA
の前身のアメリカ公的福祉行政官協会が設立され
た時から提起されていた。この時点で彼らがまず
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公的福祉事業における専門職の基準を保持・発展
させるための委員会委員長）は，公的福祉には２
つの課題があると述べた。その１つは，専門的資
質を持った人材を如何に確保するかということ，
もう１つは，公的福祉サービスの専門的基準を如
何に維持し続けていくのかということである57。
そして委員会は，1932年に「公的社会サービス実
施における組織化，管理，運営の手法を理解して
いない者はその職を全うすることができない」と
いう見解を発表した58。

FERAの創設により，連邦補助金による州や地
方政府の救済制度が安定的に実施されるようにな
ると，失業救済の担当者の改善がいくつかの州で
見られるようになった。FERA 自身による担当
者の最低基準は明文化されていなかったが，実施
過程でなされた補助金運用指導によって，州や地
方政府が自主的に改善していったのである59。

1934年全米社会事業会議第９部会と APWA が
共催した「公的サービスのための人材」に関する
円卓会議で，APWA の専門基準委員会委員であ
りニュージャージー州医療部長であったエレン・
ポッター医師は，州の緊急救済局の担当者の資質
について調査中であることを明らかにし，途中経
過を報告した。この調査の最終報告は，1934年９
月，委員長のモスが APWA 理事会に提出した年
次報告の中で行われた。それによれば，連邦政府
の圧力と人事交流によって，州や地方の公的福祉
部門には専門的資質を持った人材が増えていると
いうことであった。ただし彼は，公務員の採用基
準の改善だけでは十分な効果をもたらさないこと
も指摘していた。能力に見合った採用と昇任を基
本とする「メリットシステム」の実現が最低限必
要と述べ，試験制度の導入を提言した60。

1935年に社会保障法が成立し，恒久的に公的扶
助に携わる人材が必要となったが，その需要に応
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えるだけの専門職は絶対的に不足していた。その
理由は，専門的訓練を受けたソーシャルワーカー
で公的救済に携わった経験のある者が極端に少な
かったこと，ソーシャルワーカー養成を行う社会
事業学校においても，公的福祉の政策立案や公的
福祉行政の運営について詳しく教授する機会を持
っていなかったことによる。そのため専門的知識
を全く持たない者たちが，公的扶助担当者として
採用されてしまったのである61。

そこで，APWA は，最優先課題として，州や
地方政府の公的福祉部に新たに採用された者を対
象に現任訓練を実施することとにした。これがで
きたのは，スペルマン財団が特別助成金22,500ド
ルを APWA に寄贈したことによる62。この資金
をもとに APWA では，ニューヨーク市公的福祉
局長のウィリアム・ハドソンを委員長とする現任
訓練委員会を立ち上げ，連邦児童局，社会保障理
事会，公共事業局の責任者たちをメンバーとして
現任訓練を検討することとなった。APWA は，
この委員会の他，２つの委員会（ルイス・メリア
ムが会長の人材委員会とゴードン・ハミルトンが
会長の業務内容分析計画・施行方法委員会）に協
力を求めて現任訓練プログラムの開発・実施に取
り組んだ。さらに APWA の前会長のラ・ドゥを
説得して実施責任者とした。一方，現任訓練プロ
グラムの内容については，シカゴ大学のクライド・
ホワイトが非常勤で研究することとなった。また，
APWA は，エラ・W・リードをコンサルタント
として位置づけ，州や地方政府の人事管理，採用
支援，公的福祉行政担当部署の立ち上げ，現任訓
練の設置支援，法制化と運営の参考図書の紹介を
行うために，全米の州や地方を訪問させることと
した63。

APWA 会長のホーラーは，アメリカ社会事業
学校協会にも働きかけ，スタッフの専門性を高め
るための効率的プログラムの開発を依頼した。公
的福祉現場で標準的に行われている業務の調査に
ついては，連邦児童局と社会保障理事会からの依
頼により，APWA 自身が調査を行った。その結
果はミシガン大学のアーサー・ダンハム教授の研
究にまわされ，州，郡，市それぞれのレベルでの
業務遂行の能力を高めるための効率的なプログラ
ムが開発された。これをもとに，APWA は，現
任訓練のデモ・プログラムをアラバマ，インディ
アナ，ルイジアナ，ミネソタ，ワシントンの５つ
の州を選定して実施することとした64。

1936年８月時点では，州の行政官僚がソーシャ
ルワーカーにほとんど期待していなかったため
に，州公的福祉局長にソーシャルワーカーの資格
を要求していたのは，３州のみであった。しかし
こうした APWA と連邦政府，州政府，大学の集
中した努力の結果，1940年までには多くの州で現

任訓練プログラムが実施されるようになった。そ
して 1939年までに公務員法を整備し実施した州
は17州，メリットシステムを採用して公的扶助を
運営していた州は22州に上っていた65。

　おわりに
以上見てきたように，APWAの果たした役割

は，補助金行政を基本とする連邦政府の公的扶助
行政を円滑に進めるための潤滑油的役割であっ
た。具体的には，①連邦政府と州政府とのリエゾ
ンの役割を果たすこと，②連邦補助金の支給基準
を達成するための州や地方政府の公的福祉法制度
作成を支援すること，③州や地方政府の公的福祉
担当者のレベルアップのために採用基準を整備し
たり，研修や講習を実施したりすること，④全国
的な情報提供のために広報活動や出版活動を行う
ことであった。

情報提供による政策立案への支援については，
本稿で十分に触れていないが，APWA は，連
邦，州，地方の公的福祉法制化の全国的な最新情
報や連邦議会や州議会で保留となっている法案
の最新情報を盛り込んだ「法制化報告サービス

（Legislative Reporting Service）」を刊行し，行
政担当者の支援を行ったほか，必要に応じて会議，
研修，講習を企画して実施した。

こうした APWA の活動は，APWA の民間団
体としての性格を活用して，補助金行政という社
会保障制度下での公的扶助を全国に普及させた点
で評価されよう。連邦政府からの命令や指導では
なく，あくまでも州や地方政府が自主的に，旧態
然とした救貧法体制を脱却して近代的な福祉国家
が国民に提供する権利としての公的扶助を実施す
る体制を整えることを実現させたからである。

　　　　　　　　　　　　　　　　　
１  拙稿「アメリカ合衆国」宇佐美耕一他編『世界の社
会福祉年間 2013 第 13 集』旬報社 2013 年 . pp.42-43.
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ャルワークを始めた白人中産階級の人々の考え，つま
り彼らの考える社会的正義であり，そのために活動と
運動を行ったのであった。
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American Public Welfare Association in the 
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1932-35 年 APWA 事務局長を務め，1935 ～ 38 年連邦
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“Fifty Years of Looking Ahead: A Sketch of the 
Past/ The Shape of the Future.” Public Welfare. The 
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Winer 1980 Vol 38. No1. 
11  10月には50万人弱であった失業者が12月には400万
人以上となり，その後も増加し続けた。1933年には失
業者の数が1500万人となり，アメリカ国民の４人に１
人が失業という厳しい事態となった。
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13 ローズヴェルトは，「必要に応じて経済活動の諸分
野に国家権力を介入させ，その結果，資本主義体制の
あり方そのものに大きな修正を加えることになる。」

（有賀貞他編『概説アメリカ史新版』有斐閣1990年. 
pp.140-141） ローズヴェルトの緊急救済は，実際には
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ューディール政治秩序の形成過程の研究』京都大学出
版会1993年. pp.128-129。２つの政権の連続性が1963
年Degler 論文から指摘されてきたことについては，
紀平 p.179 を参照）。
14 法案は，ワグナー，ラ・フォーレット，コスティガ
ンの３上院議員が作成し議会に上程した。なお FERA
は，ローズヴェルトがニューヨーク州知事時代に発足
させたニューヨーク臨時緊急救済委員会（TERA）を

モデルにしたもので，その委員長を務めたハリー・ホ
プキンスが長官に就任した（新井光吉『ニューディー
ルの福祉国家』白桃書房1993年. p.227）。
15 州が３ドル使う毎に，連邦政府が１ドル支給すると
いう方式で，FERA は設立当日にわずか２時間で 500
万ドルを州に支給した。
16 Leighninger, Robert D. Jr., Long-Range Public 

Investment: The Forgotten Legacy of the New Deal, 

Columbia, SC: University of South Carolina Press, 
2007. p. 117.
17 ローズヴェルトは，社会保障法案起草に際して①失
業保険は州失業保険法を促進するものであること，②
老齢年金保険は連邦政府管掌とし，事業体と労働者の
拠出によるという条件を付けて，連邦資金の無秩序な
支出を避けようとしていた（紀平：318-326）。
18 新井：292-329.
19 小林清一『アメリカ福祉国家体制の形成』ミネルヴァ
書房 . 1999. pp.245-246.
20 扶助については，経済が回復し，社会保険制度が
拡大していけば，やがてなくなっていくものと考
え ら れ て い た（Witte, Edwin. The Development of 

Social Security Act. A Memorandum on the History 

of the Committee on economic Security and drafting 

and Legislative History of the Social Security Act. 

Madison: University of Wisconsin Press.1962. p.18. 95. 
小林 :244-251.）。
21 小林：247. SSA サイトから法律の該当箇所を抜き出
すと「Title 1 State Old Age Assistance Plans Section 
2 (4) provide for granting to any individual, whose 
claim for old-age assistance is denied, an opportunity 
for a fair hearing before such State agency;
22 児童局のジュリア・ラスロップとグレース・アボ
ットが母親年金を社会保障法の一部に取り入れる
ことについてロビー活動を積極的に展開した（Lee, 
R. Alton(2012) “From Mothers’ Pension to Aid to 
Dependent Children in the Great Plains the Course 
from Charity to Entitlement,” Great Plains Quarterly 

Vol.32. p.268.）。
23 経済保障委員会は，1934 年 6 月 29 日付の大統領令
によって閣僚級の人員５人（委員長は労働長官のパー
キンス）をメンバーとして設置され，人が生活困難に
陥った場合への生活保障制度の方法について研究し，
法制化に結び付けることをその使命とした。委員会
は，Executive Leadership Group, Advisory Council, 
Technical Board, Executive Director の４つのグルー
プに分かれ，その中でもさらに細かく分かれていた。
当時のメンバーとその構成については，以下の社会保
障局の公式サイト参照。
https://www.ssa.gov/history/reports/ces6.html
24 Stevenson, Marietta (1936) “Old Age Assistance.” 
Law and Contemporary Problems, Vol.3, No.2. pp.244.
25 1935年５月30日から1956年７月１日まで続いた NBC

（のちに ABC）のトークショー。専門家のパネルディ
スカッションを基本に聴衆からの反応や質問がそのま
ま放送した。
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Town Meeting of the Air. December 10, 1936. この点
について，トラットナーも，「３世紀に及んだ救貧法
と地方責任の原則の歴史に幕を下ろした」と評価して
いる（ウォルター・I・トラットナー著古川孝順訳『ア
メリカ社会福祉の歴史』川島書店 1978 年 . p.242.）。
27 Sicherman, Barbara and Green, Carol Hurd, eds. 
Notable American Women: The Modern Period: a 

Biographical Dictionary. Harvard University Press. 
1980. p.341.
28 トラットナー：243-245. 有賀貞：142-143.
29 Herrick John M. and Stuart, Paul H. eds. Encyclopedia 

of Social Welfare History in North America. Sage 
Publications. 2005. p.30.
30 Phill ips, Norma Kolko (1985) “Ideology and 
Opportunity in Social Work During the New Deal 
Years.” The Journal of Sociology & Social Welfare 

Vol.12:Iss.2, Article3. p.234.
31 ソーシャルワーカーの数は1930年の時点で約４万
人であり，10年間で２倍になった（トラットナー：
242）。
32 全米社会事業会議の第９部門は，公的機関で働く者
たち（所属長を含む）であり，翌1930年のボストンで
の全米社会事業会議から公的福祉担当者の新組織をス
タートさせることを決議した。それに基づき年次大会
開催中の６月12日にランチョンミーティングが行われ
た。ここに参加した41人の参加者のうち，名前と所属
が判明しているのは以下の34人である。

Source: Minutes of a Special Meeting of Division IX 
of the National Conference of Social Work at Boston, 
Mass, 1930.

33 Richard K. Conant, Commissioner （State Department 
　of Public Welfare, Boston, Mass.）
George S. Wilson, Director （Department of Public Welfare,
　District of Columbia）,
H. H. Griswold, Director （State Department of Public 
　Welfare, Columbus, Ohio）,
Charles H. Johnson, Director （State Department of 
　Social Welfare, Albany, N.Y.）
Mrs. W. M., Tunstall, Director （State Child Welfare 
　Department, Montgomery, Ala.）
Mrs. Anna L. Saylor, Director （State Department for 
　Social Welfare, Sacramento, Calif.）
34 西部諸州を必ず入れること，そのためにカリフォル
ニアの Mrs. Saylor に適切な人物を紹介してもらうこ
と，またすでに連邦児童局，社会トレンドについての
大統領設置の委員会（委員長は公的扶助行政では有名
なノースカロライナ大学オダム教授），白亜館会議の
調査委員会の３つが全国的な調査をそれぞれ行ってい
るため，そのデータも参照すること。
35 民間組織の事務局を引き受けることはできないが，
地方の公的福祉関係者の名簿は提供できること。なお，
郵送名簿は，後日，児童局のスティーブンソンによっ
て作成作業が行われたが，現実的方式として州を通し
て情報のやり取りをすることとなった。Memorandum 
in Regard to the American Public Welfare Officials by 
L. A. Halbert. November 6 and 7, 1930. 
36 Memorandum in regard to Plans of the American 
Association of Public Welfare Officials by L.A. Halbert. 
August 4, 1930. 財団のモフェット氏によれば，寄附は，
政府機関の運営の改善，児童福祉の推進，人種間関係
の改善に取り組む事業に対して行われているため，寄
附の対象となるということであった。November 6 and 
7, 1930.
37 Guy Moffett は，1909年から連邦政府の Civil Service 
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として海軍の人件費対策の件で海軍副長官のローズヴ
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た。Lee, Mordecai （2016） A Presidential Civil Service: 

FDR’s Liaison Office for Personnel Management. 

Tuscaloosa: University of Alabama Press. pp.83-86.
Moffett のアドバイスをもとに協会が行ったことの報

Alyce Alexander South Dakota
Mrs. R.J.Booth California
Mrs. W. T Bost North Carolina
Mrs. A.C. Brigham Massachusetts
J.A.Brown Indiana
Richard K. Conant Massachusetts
Brube B. Cornish Maine
Frank W. Goodhue Massachusetts
Raymond F. Gates Conneticut
Mrs. E.S. Gilfilan Michigan
F.L. Glick Illinois
L.A. Halbert Rhode Island
Agnes K Hanna Washington, D.C.
F. Hackbush Pennsylvania
Mrs. A. R. Haight Missouri
Mary S. Larabee Pennsylvania
Mrs. J. P. Lehman West Virginia
Katharine F. Lenroot Washington, D.C.
Mrs. K.H. Leonard Massachusetts
Mrs. E. S. McCauley Pennsylvania
Mrs. J. F. Madden Massachusetts
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J. L. Moss Illinois
Helen C. Mawer Florida
Henry R. Murphy Massachusetts
Dr. Ellen C. Potter New Jersey
E. T. Shipley Pennsylvania
H. H. Shirer Ohio
Clayton S. Squires Conneticut
F. G. Typping Manitoba, Canada

Mrs. Louise Warnken Texas
George S. Wilson Washington, D.C
.Mary L. Yager West Virginia

*Seven people were not registered.
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9  Frank Bane (1893-1983) 高等学校校長や教育長を務
めた後，1920年ヴァージニア州慈善矯正局事務局長，
ノックスヴィル公的福祉局長，ヴァージニア大学社
会学准教授を経て，ヴァージニア福祉局長となった。
1932-35 年 APWA 事務局長を務め，1935 ～ 38 年連邦
政府の社会保障理事会事務局長となった。
10  The American Public Welfare Association (1980) 
“Fifty Years of Looking Ahead: A Sketch of the 
Past/ The Shape of the Future.” Public Welfare. The 

Journal of the American Public Welfare Association.

Winer 1980 Vol 38. No1. 
11  10月には50万人弱であった失業者が12月には400万
人以上となり，その後も増加し続けた。1933年には失
業者の数が1500万人となり，アメリカ国民の４人に１
人が失業という厳しい事態となった。
12 Morr i s ,  Andrew J .  ( 2009 )  T h e  L i m i t s  o f 

Voluntarism; Charity and Welfare from the New 

Deal through the Great Society. Cambridge University 
Press. pp.9-10. 有賀夏紀『アメリカの20世紀（上）』中
公新書2002年.pp.148-150. 西﨑 2013.pp.50-51.
13 ローズヴェルトは，「必要に応じて経済活動の諸分
野に国家権力を介入させ，その結果，資本主義体制の
あり方そのものに大きな修正を加えることになる。」

（有賀貞他編『概説アメリカ史新版』有斐閣1990年. 
pp.140-141） ローズヴェルトの緊急救済は，実際には
フーヴァー政権が1932年に作り上げた復興金融公社や
金救済建設法を引き継いだ形であった（紀平英作『ニ
ューディール政治秩序の形成過程の研究』京都大学出
版会1993年. pp.128-129。２つの政権の連続性が1963
年Degler 論文から指摘されてきたことについては，
紀平 p.179 を参照）。
14 法案は，ワグナー，ラ・フォーレット，コスティガ
ンの３上院議員が作成し議会に上程した。なお FERA
は，ローズヴェルトがニューヨーク州知事時代に発足
させたニューヨーク臨時緊急救済委員会（TERA）を

モデルにしたもので，その委員長を務めたハリー・ホ
プキンスが長官に就任した（新井光吉『ニューディー
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Mrs. W. M., Tunstall, Director （State Child Welfare 
　Department, Montgomery, Ala.）
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と，またすでに連邦児童局，社会トレンドについての
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Mrs. R.J.Booth California
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Mrs. A.C. Brigham Massachusetts
J.A.Brown Indiana
Richard K. Conant Massachusetts
Brube B. Cornish Maine
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